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税務情報 

2020年度税制改正関連情報 

1. 経済産業省 ― オープンイノベーション促進税制に関するページの開設 

2020 年度税制改正では、国内の事業会社等が、2020 年 4 月 1 日から 2022 年 3

月 31 日までの間に、スタートアップ企業とのオープンイノベーションに向け、スタート

アップ企業の新規発行株式を一定額以上取得する場合、その株式の取得価額の

25％が所得控除される「オープンイノベーション促進税制」が創設されました。 

オープンイノベーション促進税制の適用にあたっては、（1）対象法人の要件、（2）出

資を受けるスタートアップ企業の要件、（3）出資行為の要件（*）といった要件を満たし

たうえで、（4）経済産業省による証明書の交付を受ける必要があります。 

（*） この要件の 1 つとして、スタートアップ企業への出資が以下の 3 点（「オープンイ

ノベーション要件」）を満たすことが求められます。 

 スタートアップ企業に対する一定規模以上の現金払込みによる株式取得である

こと。 

 スタートアップ企業の革新的経営資源を活用して、自らの事業革新を目指すこと。 

 スタートアップ企業の成長に資する協力であり、特定事業活動に係るものを伴う

こと。 

経済産業省は 4 月 1 日、ウェブサイトに「オープンイノベーション促進税制」というペ

ージを開設しました。たとえば以下の情報が掲載されています。 

■ 制度概要資料「『オープンイノベーション促進税制』について」（PDF 462.2KB） 

上記（1）～（3）の要件や（4）の証明書の交付を受けるための申請手続が図入りで解

説されている 11 ページの資料です。 

■ 事前相談について 

上記「オープンイノベーション要件」を満たすか否かについて、メール連絡により、事

前相談を都度受け付けている旨が案内されています。 

■ 証明書の交付申請について 

上記（4）の証明書の交付を受けるための申請手続の方法として、申請書類一式をメ

ールで送付する旨の案内とともに、申請様式（Word 61.3KB）及び別表（Excel 
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21.4KB）が掲載されています。 

また、証明書は対象法人の事業年度終了後にまとめて交付されることが記されてい

ます。 

 

2. 国税庁 ― 消費税法に関する改正法令解釈通達の発遣 

国税庁は 4 月 1 日、以下の法令解釈通達を発遣しました。 

■ 消費税法基本通達等の一部改正等について（法令解釈通達）（PDF 4,370KB） 

この改正通達では、たとえば 2020 年度の以下の消費税法改正に対応した通達の新

設・改正等が行われています。 

＜居住用賃貸建物の取得に係る仕入税額控除＞ 

居住用賃貸建物（住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物以外の建物のう

ち一定のもの）に係る課税仕入れ等の税額について、仕入税額控除の適用が認めら

ないこととされました。（原則として、2020 年 10 月 1 日以後に国内において事業者

が行う居住用賃貸建物に係る課税仕入れについて適用されます。） 

この取扱いに関連する通達（6―13―10～11、11―7―1～5、12―6―1～2）が新設

されています。 

＜法人に係る消費税の申告期限の延長＞ 

法人税の確定申告書の提出期限の延長の特例の適用を受ける法人が、消費税の

確定申告書の提出期限を延長する旨の届出書を提出した場合には、消費税の確定

申告書の提出期限が 1 ヵ月延長されることとされました。（2021 年 3 月 31 日以後に

終了する事業年度終了の日の属する課税期間について適用されます。） 

この取扱いに関する通達（15―2―8～9）及び届出書様式（消費税申告期限延長届

出書、消費税申告期限延長不適用届出書）が新設されています。 

 

3. 東京都主税局 ― 発電事業等及び小売電気事業等に係る法人事業税の税率

の公表 

東京都主税局は 4 月 1 日、3 月 31 日に「東京都都税条例の一部を改正する条例

（令和 2 年東京都条例第 52 号）」（東京都公報（増刊 48 号））が公布されたことを受

け、以下のお知らせを公表しました。 

■ 令和 2 年度税制改正に伴う発電事業等及び小売電気事業等に係る法人事業税

の税率の改正について（PDF 92.9KB） 

これまで電気供給業に係る法人事業税は、各事業年度の収入金額を課税標準とす

る収入金額課税が行われてきましたが、2020 年度における地方税法改正により、電

気供給業のうち、発電事業等及び小売電気事業等について法人事業税の課税方式

が見直され、収入割額、付加価値割額及び資本割額の合算額（資本金 1 億円超の

普通法人）又は収入割額及び所得割額の合算額（資本金 1 億円以下の普通法人等）
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によって課することとされるとともに、標準税率が改正されたところです。 

上記のお知らせによると、2020 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度における東京

都の超過税率は、以下のとおりとなります。 

＜資本金 1 億円超の普通法人の超過税率＞ 

収入割：0.8025％（*） 

付加価値割：0.3885％ 

資本割：0.1575％ 

（*） 特別法人事業税の基準法人収入割額の計算については、標準税率（0.75％）が

用いられます。 

＜資本金 1 億円以下の普通法人等の超過税率（*）＞ 

収入割：0.8025％ 

所得割：1.9425％ 

（*） 不均一課税適用法人（資本金 1 億円以下で、年収入金額が 2 億円以下又は年

所得額が 2,500 万円以下の法人）については標準税率（収入割 0.75％、所得割

1.85％）が適用されます。 

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている
状況に対応するものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努め
ておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではあり
ません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショ
ナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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